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本書は、三年前に京大定年退職後、教育学科 十三章「高等教育機関誘致運動」 （中村隆文）

スタッフに加わっていただいた本山幸彦先生の となっている。

編著である。先生は京大時代から過去20年間、 以上に明確なように、本書の内容は、ー地方

研究グループを組織され、一連の共同労作を世 としての京都において、府レベルでの明治初年

に問われてこられたが、本書もまたそれらに続 から明治年間における教育政策を、個々の府立

く共同研究の重厚な大作である。 700頁におよ 学校政策別に取りあげたものであり、とくに府

ぶ本書を読破して、久し振りにく本を読む〉充 会開設（明治12年、 1879年）以後の府当局と府

実感を味わった。 会との間における論議、その社会的背景、国家

本書は端的にいえば「近代日本の設立期」で の教育政策との関係を議事録などの分析を通し

ある明治期における京都府の教育政策形成に関 て精密に明らかにしている。本書により、明治

わる実態に対する実証的分析を基本とした研究 期の地方レベルでの教育政策をめぐる実態がい

である。まず、本書の構成と内容にふれておき かなるものであったか、それが初めて明らかに

たい。全体は四部構成、 13章からなり、序章担 されたといってよい。本書の随所で執筆者たち

当の本山先生のほか13名の執筆者におよんでい が慎重に記しているように、本研究をもって当

る。序章は総論としての「京都府会と教育問 時の地方全体の実態と等置できないだろうとし

題」である。第一部「府会と京都府」は第一章 ても、地方レベルでの教育の実態を政策形成と

「京都府会の制度的背景と議員選出基盤」 （小 いう観点で明確にした点できわめて重要な意義

山常実）、第二章「明治期京都府の教育政策」 をもっている。

（小股憲明）、第三章「府財政と教育予算」 序章で時期区分がなされている。第一期は明

（長谷川精一）である。第二部「府会と普通教 治11年 (1878)公布府県会規則に基づき翌年3

育」は第四章「京都府会における中学校論議一 月第一回京都府会開催から京都市に特別市制が

明治前期」 （小林嘉宏）、第五章「京都府会に 施かれた明治22年 (1889)まで。第二期は明治

おける中学校論議一明治後期」 （伊藤和男）、 23年 (1890)府県制、郡制施行から明治31年10

第六章「高等女学校教育」 （小山静子）であり、 月特別市制廃止、京都市が自治体として独立し、

第三部「府会と教員養成」は第七章「京都府会 翌年の新府県制、郡制施行まで。第三期はそれ

と府師範学校」 （尾崎ムゲン）、第八章「女教 以降明治末年。この時期区分は、政策形成に関

員養成教育に関する論議」 （伊藤悦子）、第九 わる府当局と府会との関係いかんを意識したも

章「京都府教育会の教員養成事業」 （梶山雅 のである。実際それは各時期の特徴を両者（知

史）、第十章「郡視学代用教員」 （三原芳ー） 事と府会）の対決（第一期）、妥協（第二期）

である。第四部「府会と実業・専門教育」は、 および協力（第三期）としている点にみられる。

第十一章「商業教育・工業教育論議」 （呉宏 このような構成と内容をもつ本書の問題意識、

明）、第十二章「農業教育」 （笹尾省二）、第 方法こそ、本書の試みをきわだたせているもの

-77-



である。

「現在の日本教育史の通説からすれば、戦前

の地方教育は国家の教育方針を忠実に施行する

だけで、地方独自の教育政策などありえないと

されていた」としたうえで、 「しかし、私たち

グループは、私たちの過去の研究成果の教えに

従い、あえてこの通説に挑戦した」と記されて

いる。この「挑戦」の試みは、 「府県会の教育

議事を中心に据えることなど」を問題にしな

いは、 「法や規則による審議という意識」など

への指摘は、勅令による支配という通説を意識

したものであろう。師範学校が「行政上の必要

から教員養成をするという制度のみではなく、

大衆的要求に支えられて発展していく」もので

あったこと、またその政策が文部行政の地域で

の一方的展開であったというより、 「文部行政

と対抗し、協調し、あるいは積極的にのり越え

た地方的要求と結合して展開されていた」こと、

かった地方教育史研究への批判であり、 「綿密 これらの認識は、いずれも戦前における教育政

な分析が加えられることもなかった」地方当局 策の実像のとらえ直し、研究のあり方に反省を

を教育政策策定の主体、教育政策実施の主体と 迫るものだろう。事実の丹念な実証的分析に

いう側面から位置づけ、そのうえで府当局と府 よって、本書の基本的課題に応えた論策という

会との攻防を、府会議事録、府の官庁文書、京 べきであろう。

都府教育会の機関紙、 「日出新聞」などの史料 また第九章において「京都府教育会は、教育

分析によって行われている。この点に関わる方 政策と教育要求の最も現実的、具体的調整を

法論上の課題意識に言及しておくべきだろう。 担った特異な団体として、京都府の教育史像構

つまり、 「教育法規勅令主義」論者が、あえて 築にとってきわめて重要な存在」 (P.449)と

無視してきた帝国議会を、社会各分野の教育要 指摘し、 「戦前日本の教育社会の翼賛体制の形

求が国家の教育政策に浸透していくための不可 成のされ方にとって、翼賛団体の典型である府

欠な「ルート」として位置づけ、それを解明し 教育会の分析が、本格的な研究課題に据えられ

た研究（『帝国議会と教育政策』 1981年）の延 るべき」ともしている。事実の分析に沿う、か

長線上に、地方教育における「ルート」として ような認識の提示に成功した分析力に支えられ

「府会」をとらえるという意図が存在している。 た論策である。他の諸論稿もこうした課題に取

本書はまさにこのような問題意識の方法論に立 り組んだものだが、言及は割愛したい。

脚した共同研究の成果なのだといえるであろう。

かような問題意識を明確に自覚して、府会の

教育政策論議と府立学校政策の分析を試みた論

最後に評者として幾つかの感想を記しておき

たい。本書の基本的問題意識にしたがえば、

「官対民、当局対府会、文部省対帝国議会とい

稿を紹介しておこう。 う『対立』図式のみでは、府県の教育史も中央

第七章は、師範学校教育をめぐる地方的要求 の教育史も、十全に理解することはできない。

と府当局、国家の教育政策との確執、・攻防を見 両者の『合意』の側面に、より多く注目してい

据えた分析である。たとえば「勅令の改正に かなければなるまい」 （小股論文、 P.188)と

よって是正するという形で地方議会が中央政府 いうことであろう。しかし、教育史は、教育政

に建議する画期的な事態」 （明治21年）、 20年 策史そのものではなく、公教育における教育体

代のはじめ「地方議会が、制度的に、このよう 制、教育支配構造の歴史的性格、特徴を解明す

な制度や政策に関する要求をなしえていたこと る点に意味があるのではないか。本書における

の意味は非常に重要である」 (P.372)、ある 分析と研究を通して、明治期における教育体制、
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支配構造の歴史的性格をどのように認識すべき 配という観点からすれば、政策形成にかかわる

か、そこに評者の関心はある。この点で「要す 議会も当局も、実態としての国家権力を構成す

るに、京都府当局と府会は、国家の教育政策に る要素であり、権力の間における「攻防」 （三

忠実であるよりも、地方の実情、何よりも地方 権的分立間の関係）も、総体としては、国家支

の利害を優先させていたと考えられる」 （まえ 配の構造的性格の側面から把握されるべきだと

がき）という基本認識は、明治期における教育 思われるからである。しかし、それは教育政策

の国家支配の「問題性」というよりは、支配体 形成とともに、むしろ教育支配の構造と過程に

制の専権性でなく、むしろ近代性に由来する構 関心を抱く評者の立場からの見方にすぎないも

造的特質を証明するものとしてとらえられない のである。

のであろうかという感想を与える。もちろん、 本書から、評者は多大な触発を受けた。本書

本書の認識もそこにあるのだと思うが、この点 が日本教育史研究の分野に、更にひとつの重要

が明確に提示されているわけではない。 な礎石をおいたことは明らかである。このよう

この点は、国家の教育政策と地方の教育政策 な共同研究を指導された本山先生および執筆者

という場合、教育政策というものの認識にもか のグループに敬意を表したい。

かわっている。つまり、公教育における国家支 （岡村達雄）
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